別紙様式
平成24　年度当初予算　　　支出科目　款：衛生費　　項：保健予防費　　目：母子保健指導費
	事業名:不妊治療助成事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　健康福祉部　保健医療課　母子・特定疾患担当　電話番号：058-272-1111（内2546）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11223@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：322,920千円（前年度予算額：289,000千円）

	事業内容


	１　事業の内容


  特定不妊治療（体外受精及び顕微授精）を行った者に対し助成金を支給する。

・対象者　県内に住所を有し、戸籍上の夫婦（前年所得額が夫婦合算で730万未満の

者）

・支給額　1年度あたり1回につき15万円を限度とし年2回まで（初年度については

3回）通算10回、1組につき5年まで助成金を支給
	２　所要経費


　不妊治療助成事業費　　322,920千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


  Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
　　１　子どもを生み育てやすい地域をつくる
	２　これまでの取組状況


　特定不妊治療を受けた夫婦に対し治療費の一部助成を行った。

結婚した夫婦の1割以上（7組に1組）は不妊に悩んでいるといわれ、実際に治療を受ける夫婦も年々増加している。国の制度開始に伴い、平成16年度から助成を行っている。

＜助成実績＞
　　　平成18年度　　547件　

平成19年度　　917件
平成20年度　1,145件
平成21年度　1,318件
平成22年度　1,419件
　＜他県の状況＞
　　47都道府県、19指定都市、40中核都市（岐阜市）で実施

　＜市町村の状況＞
　　市町村単独事業として独自に27市町村が実施
	３　これまでの取組に対する評価


　　医療保険が適用されず、高額な医療費がかかる配偶者間の特定不妊治療に要する費用の一部を助成し、不妊治療の経済的負担を軽減することができた。
　　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	289,000
	144,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	144,500

	要求額
	322,920
	161,460
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	161,460

	決定額
	322,920
	161,460
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	161,460


